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該当しない点(健康保険法 第2条 l項)、また、「標準報酬Jを、毎年 8月 l日現在に使
用される事業所叉は事務所で同日前 3月間に受けた報酬の総額をその期間の月数で除して得
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本田技研工業は、 4月から9月までの業績を 10月に評価し、 12月の期開業績給に反映し、
また 10月から翌年 3月までの業績を4月に評価し、 6月の期開業績給に反映する。そして、


















































































の増額分は、 1，000万円 X6%=60万円になり、今年の年俸基準額は、 1，000万円+60万円
= 1，060万円となる。実際、年俸基準額における本俸と定期俸の占める比率が7:3で、なお
年俸基準額における会社の業績と個人の業績の反映率がそれぞれ 10%と2%となっており、
年俸への会社業績の反映率が高い。前年の年収が 1.000万円なら、本俸は、 1，000万円 X70
%+60万円 x50% =730万円、そして定期俸は、 1.000万円 x30% +60万円 x50% + 1，06 
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